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(57)【要約】
【課題】屈曲軸が光学積層体の中央に固定されない画像
表示装置に用いられた場合であっても、端部で生じる反
発力が抑制された光学積層体、およびそれを備えた画像
表示装置を得る。
【解決手段】前面板と、偏光板と、背面板と、少なくと
も１層の貼合層と、を含む光学積層体であって、光学積
層体の曲げ剛性をＫ〔ガーレー単位〕としたときに、下
記関係式（１）：
　４００≦Ｋ≦２０００　　（１）
を満たす、光学積層体が提供される。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　前面板と、偏光板と、背面板と、少なくとも１層の貼合層と、を含む光学積層体であっ
て、
　前記光学積層体の曲げ剛性をＫ〔ガーレー単位〕としたときに、下記関係式（１）：
　４００≦Ｋ≦２０００　　（１）
を満たす、光学積層体。
【請求項２】
　前記前面板の厚みと全ての貼合層の厚みとの合計は、５０μｍ以上２００μｍ以下であ
る、請求項１に記載の光学積層体。
【請求項３】
　前記前面板の厚みは、６０μｍ以下である、請求項１または２に記載の光学積層体。
【請求項４】
　全ての貼合層の厚みの合計は３μｍ以上１３０μｍ以下である、請求項１～３のいずれ
か１項に記載の光学積層体。
【請求項５】
　耐衝撃層をさらに備え、
　前記耐衝撃層の厚みは１００μｍ以下である、請求項１～４のいずれか１項に記載の光
学積層体。
【請求項６】
　請求項１～５のいずれか１項に記載の光学積層体を備える、画像表示装置。
【請求項７】
　前記前面板側を外側にして屈曲可能である、請求項６に記載の画像表示装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、光学積層体およびそれを備えた表示装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　特許文献１には、フレキシブルタッチスクリーンパネル用基材としての利用可能性を判
断できる評価方法が提案されるとともに、フレキシブルタッチスクリーンパネル用基材の
屈曲疲労物性を満たすような、タフネスと曲げ応力との関係が記載されている。特許文献
２は、構造的な柔軟性を確保したフレキシブルディスプレイ素子に関する。特許文献２に
記載のフレキシブルディスプレイ素子は、ベースフィルムおよびベースフィルムの上部に
形成したディスプレイシートに加えて構造化パターンを備え、曲げ応力が０（Zero）とな
る中立面を破壊点が低い層に移すことで、ディスプレイパネルに生じるクラック、剥離等
のダメージを防止することができる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】韓国公開特許第１０－２０１６－００７１７９６号公報
【特許文献２】韓国公開特許第１０－２０１４－０１０８９１４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　光学積層体を屈曲させると、光学積層体の端部が反り返る方向に作用する反発力が生じ
る。このため、光学積層体をフレキシブル画像表示装置に組み込む場合には、光学積層体
の反り返りを小さくするように構成する必要がある。しかしながら、光学積層体の上記反
発力が大きい場合、光学積層体のクラックの発生、画像表示装置内での光学積層体の剥が
れ等の問題が生じる場合がある。
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【０００５】
　本発明者らは、光学積層体の端部が反り返る方向に作用する反発力は、屈曲軸から端部
までの距離が短いほど大きくなるとの知見を得た。屈曲軸が光学積層体の中央ではない画
像表示装置、光学積層体の屈曲軸が変化する画像表示装置等に光学積層体を適用した場合
に、屈曲軸が光学積層体の中央付近である場合に比べて端部の反発力が大きくなり得るた
め、上記問題が生じやすくなる。
【０００６】
　本発明は、屈曲軸が光学積層体の中央に固定されない画像表示装置に用いられた場合で
あっても、端部で生じる反発力が小さい光学積層体、およびそれを備えた画像表示装置を
得ることを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明は、以下に例示する光学積層体および画像表示装置を提供する。
　［１］　前面板と、偏光板と、背面板と、少なくとも１層の貼合層と、を含む光学積層
体であって、
　前記光学積層体の曲げ剛性をＫ〔ガーレー単位〕としたときに、下記関係式（１）：
　４００≦Ｋ≦２０００　　（１）
を満たす、光学積層体。
　［２］　前記前面板の厚みと全ての貼合層の厚みとの合計は、５０μｍ以上２００μｍ
以下である、［１］に記載の光学積層体。
　［３］　前記前面板の厚みは、６０μｍ以下である、［１］または［２］に記載の光学
積層体。
　［４］　全ての貼合層の厚みの合計は３μｍ以上１３０μｍ以下である、［１］～［３
］のいずれかに記載の光学積層体。
　［５］　耐衝撃層をさらに備え、
　前記耐衝撃層の厚みは１００μｍ以下である、［１］～［４］のいずれかに記載の光学
積層体。
　［６］　［１］～［５］のいずれかに記載の光学積層体を備える、画像表示装置。
　［７］　前記前面板側を外側にして屈曲可能である、［６］に記載の画像表示装置。
【発明の効果】
【０００８】
　本発明によれば、屈曲軸が光学積層体の中央に固定されない画像表示装置に用いられた
場合であっても、端部で生じる反発力が小さい光学積層体、およびそれを備えた画像表示
装置を提供することを目的とする。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】本発明に係る光学積層体の一例を示す概略断面図である。
【図２】本発明に係る光学積層体の他の一例を示す概略断面図である。
【図３】（ａ）～（ｃ）は、屈曲した際の光学積層体の端部の反り返りを示す写真である
。
【図４】光学積層体の屈曲反発力の測定方法を示す概略図である。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　以下、図面を参照しつつ本発明の実施形態を説明するが、本発明は以下の実施形態に限
定されるものではない。以下の全ての図面においては、各構成要素を理解し易くするため
に縮尺を適宜調整して示しており、図面に示される各構成要素の縮尺と実際の構成要素の
縮尺とは必ずしも一致しない。
【００１１】
　＜光学積層体＞
　本発明の光学積層体は、前面板と、偏光板と、背面板と、少なくとも１層の貼合層と、
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を含む。本発明の光学積層体の層構成の一例を、図１および図２に示す。
【００１２】
　図１は、本発明に係る光学積層体の一例の概略断面図である。図１に示す光学積層体１
００は、前面板１０と、貼合層４０と、偏光板２０と、貼合層４１と、背面板３０とをこ
の順に有する。
　図２は、本発明に係る光学積層体の他の一例の概略断面図である。図２に示す光学積層
体２００は、前面板１０と、貼合層４０と、耐衝撃層５０と、貼合層４２と、偏光板２０
と、貼合層４１と、背面板３０とをこの順に有する。
【００１３】
　光学積層体１００、２００の厚みは、光学積層体に求められる機能および光学積層体の
用途等に応じて異なるため特に限定されないが、例えば３０μｍ以上２０００μｍ以下で
あり、５０μｍ以上１５００μｍ以下であってもよく、７０μｍ以上１０００μｍ以下で
あってもよく、５００μｍ以下であってもよく、３００μｍ以下であってもよい。
【００１４】
　光学積層体１００、２００の平面視形状は、例えば方形形状であってよく、好ましくは
長辺と短辺とを有する方形形状であり、より好ましくは長方形である。光学積層体１００
、２００の面方向の形状が長方形である場合、長辺の長さは、例えば１０ｍｍ以上１４０
０ｍｍ以下であってよく、好ましくは５０ｍｍ以上６００ｍｍ以下である。短辺の長さは
、例えば５ｍｍ以上８００ｍｍ以下であり、好ましくは３０ｍｍ以上５００ｍｍ以下であ
り、より好ましくは５０ｍｍ以上３００ｍｍ以下である。光学積層体１００、２００を構
成する各層は、角部がＲ加工されたり、端部が切り欠き加工されたり、穴あき加工された
りしていてもよい。
【００１５】
　光学積層体１００、２００は、例えば画像表示装置等に用いることができる。画像表示
装置は特に限定されず、例えば有機エレクトロルミネッセンス（有機ＥＬ）表示装置、無
機エレクトロルミネッセンス（無機ＥＬ）表示装置、液晶表示装置、電界発光表示装置等
が挙げられる。光学積層体１００、２００は、屈曲軸が光学積層体の中央に固定されない
画像表示装置に特に好適である。
【００１６】
　［光学積層体の曲げ剛性］
　光学積層体は、光学積層体の曲げ剛性をＫ〔ガーレー単位〕としたときに、下記関係式
（１）：
　４００≦Ｋ≦２０００　　（１）
を満たす。曲げ剛性は、ＴＡＰＰＩ　Ｔ５４３ｏｍ－００に従ってガーレー型試験機を使
用することにより測定される。なお、１ｍＮ＝９．８０７×１０－３ガーレー単位である
。
【００１７】
　光学積層体の曲げ剛性Ｋ〔ガーレー単位〕が２０００以下であるとき、屈曲した際に端
部の反発力が低減された光学積層体を得ることができる。
【００１８】
　光学積層体を屈曲させると、図３の（ａ）に示すように、光学積層体の端部が反り返る
ことがある。この端部が反り返る方向に作用する反発力が大きい場合、端部の反り返りを
抑えるように光学積層体を画像表示装置に収めると、光学積層体にクラックが生じたり、
画像表示素子との間に剥がれが生じたりする場合がある。本発明者らは、光学積層体の端
部が反り返る方向に作用する反発力は、屈曲軸から端部までの距離が短いほど大きくなる
との知見を得た。したがって、屈曲軸が光学積層体の中央ではない画像表示装置、光学積
層体の屈曲軸の位置が変化する画像表示装置等に光学積層体を適用した場合に、屈曲軸が
光学積層体の中央付近である場合に比べて、端部の反発力が大きくなることがある。
【００１９】
　本発明者らは、光学積層体の曲げ剛性と、端部の反発力との間に相関があり、光学積層
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体の曲げ剛性が大きいと、反発力も大きくなることを見出した。光学積層体の曲げ剛性Ｋ
〔ガーレー単位〕が２０００以下であるとき反発力は低減され、本発明に係る光学積層体
は、屈曲軸が光学積層体の中央付近で固定されていない画像表示装置、屈曲軸の位置が可
変である画像表示装置に適用された場合でも、クラックや剥がれの発生等の問題を抑制す
ることができる。屈曲させた際に、端部の反り返りが少ない光学積層体の例を図３の（ｂ
）および（ｃ）に示す。図３では、光学積層体は前面板を外側にして屈曲している。図３
の（ｂ）および（ｃ）では、端部の反発力も小さく、例えば後述の実施例に記載された方
法によって測定される屈曲反発力が７．０ｇｆ以下である。
【００２０】
　一方で、光学積層体の曲げ剛性が小さすぎると、光学積層体の耐衝撃性が低下すること
がわかった。光学積層体の耐衝撃性が低下すると、光学積層体の前面板とは反対側に設け
られる背面板に衝撃による不具合（例えば、タッチセンサの動作不良）が生じたり、光学
積層体を備えた画像表示装置の耐久性が低下したりするおそれがある。光学積層体の曲げ
剛性Ｋ〔ガーレー単位〕が、４００以上であるとき、光学積層体は十分な耐衝撃性を有す
ることができる。光学積層体の耐衝撃性は、例えばペンドロップ試験に対する耐久性とし
て評価することができる。ペンドロップ試験に対する耐久性は、後述の実施例に記載され
た方法によって評価することができる。
【００２１】
　本明細書において、屈曲には、曲げ部分に曲面が形成される折り曲げの形態が含まれ、
折り曲げた内面の屈曲半径は特に限定されない。また、屈曲には、内面の屈折角が０度よ
り大きく１８０度未満である屈折、および、内面の屈曲半径がゼロに近似、または内面の
屈折角が０度である折り畳みも含む。
【００２２】
　光学積層体の反発力を小さくする観点からは、曲げ剛性Ｋ〔ガーレー単位〕は、好まし
くは１８００以下であり、より好ましくは１５００以下である。光学積層体の耐衝撃性を
向上させる観点からは、曲げ剛性Ｋ〔ガーレー単位〕は、好ましくは６００以上であり、
より好ましくは８００以上であり、さらに好ましくは１０００以上である。
【００２３】
　光学積層体の曲げ剛性は、前面板の種類および厚み、貼合層の種類および厚み、耐衝撃
層の有無およびその厚み、光学積層体の厚み等を変更することにより、所望の値に調整す
ることができる。
【００２４】
　［前面板］
　前面板１０は、光を透過可能な板状体であれば、材料および厚みは限定されることはな
い。前面板は、１層のみから構成されてよく、２層以上から構成されてもよい。前面板１
０としては、樹脂製の板状体（例えば樹脂板、樹脂シート、樹脂フィルム等）、ガラス製
の板状体（例えばガラス板、ガラスフィルム等）、樹脂製の板状体とガラス製の板状体と
の積層体が挙げられる。前面板１０は、画像表示装置の最表面を構成することができる。
【００２５】
　前面板１０の厚みは、例えば１０μｍ以上５００μｍ以下であってよい。屈曲反発力を
小さくする観点からは、前面板１０の厚みは、好ましくは１００μｍ以下であり、より好
ましくは８０μｍ以下であり、さらに好ましくは６０μｍ以下である。耐衝撃性を向上さ
せる観点からは、前面板１０の厚みは、好ましくは２０μｍ以上であり、より好ましくは
３０μｍ以上である。本発明において、光学積層体を構成する各層の厚みは、後述する実
施例において説明する厚み測定方法に従って測定することができる。
【００２６】
　前面板１０が樹脂製の板状体である場合、樹脂製の板状体は、光を透過可能なものであ
れば限定されることはない。樹脂製の板状体を構成する樹脂としては、例えばトリアセチ
ルセルロース、アセチルセルロースブチレート、エチレン－酢酸ビニル共重合体、プロピ
オニルセルロース、ブチリルセルロース、アセチルプロピオニルセルロース、ポリエステ
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ル、ポリスチレン、ポリアミド、ポリエーテルイミド、ポリ（メタ）アクリル、ポリイミ
ド、ポリエーテルスルホン、ポリスルホン、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリメチル
ペンテン、ポリ塩化ビニル、ポリ塩化ビニリデン、ポリビニルアルコール、ポリビニルア
セタール、ポリエーテルケトン、ポリエーテルエーテルケトン、ポリエーテルスルホン、
ポリメチルメタアクリレート、ポリエチレンテレフタレート、ポリブチレンテレフタレー
ト、ポリエチレンナフタレート、ポリカーボネート、ポリアミドイミドなどの高分子が挙
げられる。これらの高分子は、単独でまたは２種以上混合して用いることができる。強度
および透明性向上の観点から、樹脂製の板状体は、好ましくはポリイミド、ポリアミド、
ポリアミドイミド等の高分子で形成される樹脂フィルムである。
【００２７】
　硬度の観点から、前面板１０は、ハードコート層を備えた樹脂フィルムであってもよい
。ハードコート層は、樹脂フィルムの一方の面に形成されていてもよいし、両面に形成さ
れていてもよい。ハードコート層を設けることにより、硬度および耐スクラッチ性を向上
させることができる。ハードコート層は、例えば紫外線硬化型樹脂の硬化層である。紫外
線硬化型樹脂としては、例えばアクリル系樹脂、シリコーン系樹脂、ポリエステル系樹脂
、ウレタン系樹脂、アミド系樹脂、エポキシ系樹脂等が挙げられる。ハードコート層は、
強度を向上させるために、添加剤を含んでいてもよい。添加剤は特に限定されることはな
く、無機系微粒子、有機系微粒子、またはこれらの混合物が挙げられる。樹脂フィルムの
両面にハードコート層を有する場合、各ハードコート層の組成や厚みは、互いに同じであ
ってもよく、互いに異なっていてもよい。
【００２８】
　前面板１０がガラス板である場合、ガラス板は、ディスプレイ用強化ガラスが好ましく
用いられる。ガラス板の厚みは、例えば１０μｍ以上１０００μｍ以下であってよく、１
０μｍ以上１００μｍ以下であってもよい。ガラス板を用いることにより、優れた機械的
強度および表面硬度を有する前面板１０を構成することができる。
【００２９】
　光学積層体が画像表示装置に用いられる場合、前面板１０は、表示装置の前面（画面）
を保護する機能（ウィンドウフィルムとしての機能）を有するのみではなく、タッチセン
サとしての機能、ブルーライトカット機能、視野角調整機能等を有するものであってもよ
い。
【００３０】
　［偏光板］
　偏光板２０は、例えば直線偏光板、円偏光板、楕円偏光板等であってもよい。以下、円
偏光板と楕円偏光板とを総称して、単に円偏光板ということがある。円偏光板は、直線偏
光板および位相差層を備える。円偏光板は、画像表示装置中で反射された外光を吸収する
ことができるため、光学積層体に反射防止フィルムとしての機能を付与することができる
。
【００３１】
　偏光板２０の厚みは、通常５μｍ以上であり、２０μｍ以上であってもよく、２５μｍ
以上であってもよく、３０μｍ以上であってもよい。偏光板２０の厚みは、８０μｍ以下
であることが好ましく、６０μｍ以下であることがより好ましい。
【００３２】
　（直線偏光板）
　直線偏光板は、自然光等の非偏光な光線から、ある一方向の直線偏光を選択的に透過さ
せる機能を有する。直線偏光板は、二色性色素を吸着させた延伸フィルムまたは延伸層、
重合性液晶化合物の硬化物および二色性色素を含み、二色性色素が重合性液晶化合物の硬
化物中に分散し、配向している液晶層等を偏光子層として備えることができる。色素を異
方性のある媒質中に分散して配向させると、ある方向からは着色して見え、それと垂直な
方向からはほとんど無色に見えることがある。このような現象を示す色素を二色性色素と
いう。液晶層を偏光子層として用いた直線偏光板は、二色性色素を吸着させた延伸フィル
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ムまたは延伸層に比べて、屈曲方向に制限がないため好ましい。
【００３３】
　（１）二色性色素を吸着させた延伸フィルムまたは延伸層である偏光子層
　二色性色素を吸着させた延伸フィルムである偏光子層は、通常、ポリビニルアルコール
系樹脂フィルムを一軸延伸する工程、ポリビニルアルコール系樹脂フィルムをヨウ素等の
二色性色素で染色することにより、その二色性色素を吸着させる工程、二色性色素が吸着
されたポリビニルアルコール系樹脂フィルムをホウ酸水溶液で処理する工程、およびホウ
酸水溶液による処理後に水洗する工程を経て製造することができる。
【００３４】
　偏光子層の厚みは、通常３０μｍ以下であり、好ましくは１８μｍ以下、より好ましく
は１５μｍ以下である。偏光子層の厚みを薄くすることは、偏光板２０の薄膜化に有利で
ある。偏光子層の厚みは、通常１μｍ以上であり、例えば５μｍ以上であってよい。
【００３５】
　ポリビニルアルコール系樹脂は、ポリ酢酸ビニル系樹脂をケン化することによって得ら
れる。ポリ酢酸ビニル系樹脂としては、酢酸ビニルの単独重合体であるポリ酢酸ビニルの
ほか、酢酸ビニルとそれに共重合可能な他の単量体との共重合体が用いられる。酢酸ビニ
ルに共重合可能な他の単量体としては、例えば不飽和カルボン酸系化合物、オレフィン系
化合物、ビニルエーテル系化合物、不飽和スルホン系化合物、アンモニウム基を有する（
メタ）アクリルアミド系化合物が挙げられる。
【００３６】
　ポリビニルアルコール系樹脂のケン化度は、通常８５モル％以上１００モル％以下程度
であり、好ましくは９８モル％以上である。ポリビニルアルコール系樹脂は変性されてい
てもよく、アルデヒド類で変性されたポリビニルホルマール、ポリビニルアセタール等も
使用することができる。ポリビニルアルコール系樹脂の重合度は、通常１０００以上１０
０００以下であり、好ましくは１５００以上５０００以下である。
【００３７】
　二色性色素を吸着させた延伸層である偏光子層は、通常、上記ポリビニルアルコール系
樹脂を含む塗布液を基材フィルム上に塗布する工程、得られた積層フィルムを一軸延伸す
る工程、一軸延伸された積層フィルムのポリビニルアルコール系樹脂層を二色性色素で染
色することにより、その二色性色素を吸着させて偏光子層とする工程、二色性色素が吸着
されたフィルムをホウ酸水溶液で処理する工程、およびホウ酸水溶液による処理後に水洗
する工程を経て製造することができる。偏光子層を形成するために用いる基材フィルムは
、偏光子層の保護層として用いてもよい。必要に応じて、基材フィルムを偏光子層から剥
離除去してもよい。基材フィルムの材料および厚みは、後述する熱可塑性樹脂フィルムの
材料および厚みと同様であってよい。
【００３８】
　二色性色素を吸着させた延伸フィルムまたは延伸層である偏光子層は、そのまま直線偏
光板として用いてよく、その片面または両面に保護層を形成して直線偏光板として用いて
もよい。保護層としては、後述する熱可塑性樹脂フィルムを用いることができる。得られ
る直線偏光板の厚みは、好ましくは２μｍ以上４０μｍ以下である。
【００３９】
　熱可塑性樹脂フィルムは、例えばシクロポリオレフィン系樹脂フィルム；トリアセチル
セルロース、ジアセチルセルロース等の樹脂からなる酢酸セルロース系樹脂フィルム；ポ
リエチレンテレフタレート、ポリエチレンナフタレート、ポリブチレンテレフタレート等
の樹脂からなるポリエステル系樹脂フィルム；ポリカーボネート系樹脂フィルム；（メタ
）アクリル系樹脂フィルム；ポリプロピレン系樹脂フィルム等、当分野において公知のフ
ィルムを挙げることができる。偏光子層と保護層とは、後述する貼合層を介して積層する
ことができる。
【００４０】
　熱可塑性樹脂フィルムの厚みは、薄型化の観点から、通常１００μｍ以下であり、好ま
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しくは８０μｍ以下であり、より好ましくは６０μｍ以下であり、さらに好ましくは４０
μｍ以下であり、なおさらに好ましくは３０μｍ以下であり、また、通常５μｍ以上であ
り、好ましくは１０μｍ以上である。
【００４１】
　熱可塑性樹脂フィルム上にハードコート層が形成されていてもよい。ハードコート層は
、熱可塑性樹脂フィルムの一方の面に形成されていてもよいし、両面に形成されていても
よい。ハードコート層を設けることにより、硬度および耐スクラッチ性を向上させた熱可
塑性樹脂フィルムとすることができる。ハードコート層は、上述の樹脂フィルムに形成さ
れるハードコート層と同様にして形成することができる。
【００４２】
　（２）液晶硬化層である偏光子層
　液晶層を形成するために用いる重合性液晶化合物は、重合性反応基を有し、かつ、液晶
性を示す化合物である。重合性反応基は、重合反応に関与する基であり、光重合性反応基
であることが好ましい。光重合性反応基は、光重合開始剤から発生した活性ラジカルや酸
等によって重合反応に関与し得る基をいう。光重合性官能基としては、ビニル基、ビニル
オキシ基、１－クロロビニル基、イソプロペニル基、４－ビニルフェニル基、アクリロイ
ルオキシ基、メタクリロイルオキシ基、オキシラニル基、オキセタニル基等が挙げられる
。中でも、アクリロイルオキシ基、メタクリロイルオキシ基、ビニルオキシ基、オキシラ
ニル基およびオキセタニル基が好ましく、アクリロイルオキシ基がより好ましい。重合性
液晶化合物の種類は特に限定されず、棒状液晶化合物、円盤状液晶化合物、およびこれら
の混合物を用いることができる。重合性液晶化合物の液晶性は、液晶性はサーモトロピッ
ク性液晶でもリオトロピック性液晶でもよく、相秩序構造としてはネマチック液晶でもス
メクチック液晶でもよい。
【００４３】
　液晶層である偏光子層に用いられる二色性色素としては、３００～７００ｎｍの範囲に
吸収極大波長（λＭＡＸ）を有するものが好ましい。このような二色性色素としては、例
えば、アクリジン色素、オキサジン色素、シアニン色素、ナフタレン色素、アゾ色素、お
よびアントラキノン色素等が挙げられるが、中でもアゾ色素が好ましい。アゾ色素として
は、モノアゾ色素、ビスアゾ色素、トリスアゾ色素、テトラキスアゾ色素、およびスチル
ベンアゾ色素等が挙げられ、好ましくはビスアゾ色素、およびトリスアゾ色素である。二
色性色素は単独でも、２種以上を組み合わせてもよいが、３種以上を組み合わせることが
好ましい。特に、３種以上のアゾ化合物を組み合わせることがより好ましい。二色性色素
の一部が反応性基を有していてもよく、また液晶性を有していてもよい。
【００４４】
　液晶層である偏光子層は、例えば基材フィルム上に形成した配向膜上に、重合性液晶化
合物および二色性色素を含む偏光子層形成用組成物を塗布し、重合性液晶化合物を重合し
て硬化させることによって形成することができる。基材フィルム上に、偏光子層形成用組
成物を塗布して塗膜を形成し、この塗膜を基材フィルムとともに延伸することによって、
偏光子層を形成してもよい。偏光子層を形成するために用いる基材フィルムは、偏光子層
の保護層として用いてもよい。基材フィルムの材料および厚みは、上述した熱可塑性樹脂
フィルムの材料および厚みと同様であってよい。
【００４５】
　重合性液晶化合物および二色性色素を含む偏光子層形成用組成物、およびこの組成物を
用いた偏光子層の製造方法としては、特開２０１３－３７３５３号公報、特開２０１３－
３３２４９号公報、特開２０１７－８３８４３号公報等に記載のものを例示することがで
きる。偏光子層形成用組成物は、重合性液晶化合物および二色性色素に加えて、溶媒、重
合開始剤、架橋剤、レベリング剤、酸化防止剤、可塑剤、増感剤等の添加剤をさらに含ん
でいてもよい。これらの成分は、それぞれ１種のみを用いてもよく、２種以上を組み合わ
せて用いてもよい。
【００４６】
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　偏光子層形成用組成物が含有していてもよい重合開始剤は、重合性液晶化合物の重合反
応を開始し得る化合物であり、より低温条件下で、重合反応を開始できる点で、光重合性
開始剤が好ましい。具体的には、光の作用により活性ラジカルまたは酸を発生できる光重
合開始剤が挙げられ、中でも、光の作用によりラジカルを発生する光重合開始剤が好まし
い。重合開始剤の含有量は、重合性液晶化合物の総量１００質量部に対して、好ましくは
１質量部以上１０質量部以下であり、より好ましくは３質量部以上８質量部以下である。
この範囲内であると、重合性基の反応が十分に進行し、かつ、液晶化合物の配向状態を安
定化させやすい。
【００４７】
　液晶層である偏光子層の厚みは、通常１０μｍ以下であり、好ましくは０．５μｍ以上
８μｍ以下であり、より好ましくは１μｍ以上５μｍ以下である。
【００４８】
　液晶層である偏光子層は、基材フィルムを剥離除去せずに直線偏光板として用いてもよ
く、基材フィルムを偏光子層から剥離除去して直線偏光板としてもよい。液晶層である偏
光子層は、その片面または両面に保護層を形成して直線偏光板として用いてもよい。保護
層としては、上述する熱可塑性樹脂フィルムを用いることができる。
【００４９】
　液晶層である偏光子層は、偏光子層の保護等を目的として、偏光子層の片面または両面
にオーバーコート層を有していてもよい。オーバーコート層は、例えば偏光子層上にオー
バーコート層を形成するための材料（組成物）を塗布することによって形成することがで
きる。オーバーコート層を構成する材料としては、例えば光硬化性樹脂、水溶性ポリマー
等が挙げられる。オーバーコート層を構成する材料としては、（メタ）アクリル系樹脂、
ポリビニルアルコール系樹脂等を用いることができる。
【００５０】
　偏光板２０は、直線偏光板の視認側とは反対側の面に後述の貼合層を介して位相差層を
備えてもよい。
【００５１】
　（位相差層）
　位相差層は、１層であってもよく２層以上であってもよい。位相差層は、その表面を保
護するオーバーコート層、位相差層を支持する基材フィルム等を有していてもよい。位相
差層は、λ／４層を含み、さらにλ／２層またはポジティブＣ層の少なくともいずれかを
含んでいてもよい。位相差層がλ／２層を含む場合、直線偏光板側から順にλ／２層およ
びλ／４層を積層する。位相差層がポジティブＣ層を含む場合、直線偏光板側から順にλ
／４層およびポジティブＣ層を積層してもよく、直線偏光板側から順にポジティブＣ層お
よびλ／４層を積層してもよい。位相差層の厚みは、例えば０．１μｍ以上１０μｍ以下
であり、好ましくは０．５μｍ以上８μｍ以下であり、より好ましくは１μｍ以上６μｍ
以下である。
【００５２】
　位相差層は、保護層の材料として例示した樹脂フィルムから形成してもよいし、重合性
液晶化合物が硬化した層から形成してもよい。位相差層は、さらに配向膜を含んでもよい
。位相差層は、λ／４層と、λ／２層およびポジティブＣ層とを貼合するための貼合層を
有していてもよい。
【００５３】
　重合性液晶化合物を硬化して位相差層を形成する場合、位相差層は、重合性液晶化合物
を含む組成物を基材フィルムに塗布し硬化させることにより形成することができる。基材
フィルムと塗布層との間に配向層を形成してもよい。基材フィルムの材料および厚みは、
上記熱可塑性樹脂フィルムの材料および厚みと同じであってよい。重合性液晶化合物を硬
化してなる層から位相差層を形成する場合、位相差層は、配向層および基材フィルムを有
する形態で光学積層体に組み込まれてもよい。位相差層は、貼合層を介して直線偏光板と
貼合することができる。
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【００５４】
　［耐衝撃層］
　光学積層体は、光学積層体の耐衝撃性を向上させるために耐衝撃層５０を備えることが
できる。耐衝撃層５０は、前面板１０に直接接していてもよいし、前面板１０との間に貼
合層４０またはその他の層を介して設けられていてもよい。
【００５５】
　耐衝撃層５０の厚みは、例えば１０μｍ以上１００μｍ以下である。耐衝撃層５０の厚
みは、好ましくは８０μｍ以下であり、より好ましくは５０μｍ以下であり、好ましくは
３０μｍ以上であり、より好ましくは４０μｍ以上である。耐衝撃層５０の厚みが小さい
と耐衝撃性が低下する傾向にあり、耐衝撃層５０の厚みが大きいと屈曲反発力が上昇する
傾向にある。
【００５６】
　光学積層体が耐衝撃層５０を備える場合、前面板１０の厚みと耐衝撃層５０との厚みの
合計は、例えば２０μｍ以上２００μｍ以下である。前面板１０の厚みと耐衝撃層５０と
の厚みの合計は、好ましくは５０μｍ以上であり、好ましくは１００μｍ以下である。
【００５７】
　耐衝撃層５０は、光を透過可能な板状体であれば、材料および厚みは限定されることは
なく、例えば前面板１０として挙げられた板状体が挙げられる。弾性物性および汎用性の
観点から、耐衝撃層５０を構成する樹脂製の板状体は、好ましくはポリエチレンナフタレ
ート、ポリエチレンテレフタレート等の高分子で形成される樹脂フィルムである。
【００５８】
　［貼合層］
　光学積層体は、貼合層を少なくとも１層有する。光学積層体が有する貼合層の数は、２
以上であることが好ましく、３以上であることが好ましく、１０以下であることができ、
８以下であることができる。貼合層は、２つの層の間に介在して、これらを貼合する層で
あり、例えば粘着剤や接着剤から構成される層または該層に対して何らかの処理を施して
なる層であってよい。粘着剤とは、感圧式接着剤とも呼ばれるものである。本明細書にお
いて「接着剤」とは、粘着剤（感圧式接着剤）以外の接着剤をいい、粘着剤とは明確に区
別される。
【００５９】
　光学積層体を構成する貼合層のそれぞれの厚みは、例えば３μｍ以上５０μｍ以下であ
り、屈曲反発力を所定の範囲に収めやすくする観点からは、好ましくは３μｍ以上３０μ
ｍ以上である。貼合層の厚みが小さいと耐衝撃性が低下する傾向にあり、貼合層の厚みが
大きいと屈曲反発力が上昇する傾向にある。光学積層体を構成する全ての貼合層の厚みの
合計は、例えば３μｍ以上１３０μｍ以下であり、好ましくは５μｍ以上１２０μｍ以下
であり、より好ましくは１０μｍ以上１００μｍ以下である。
【００６０】
　前面板１０と前面板に接する貼合層４０との厚みの合計は、例えば２５μｍ以上５００
μｍ以下であってよい。屈曲反発力を小さくする観点からは、前面板１０と前面板に接す
る貼合層との厚みの合計は、好ましくは２００μｍ以下であり、より好ましくは１００μ
ｍ以下であり、さらに好ましくは８０μｍ以下である。
【００６１】
　前面板の厚みと全ての貼合層の厚みとの合計は、耐衝撃性を向上させる観点からは、好
ましくは５０μｍ以上であり、より好ましくは６０μｍ以上である。前面板の厚みと全て
の貼合層の厚みとの合計は、屈曲反発力を小さくする観点からは、好ましくは２００μｍ
以下であり、より好ましくは１５０μｍ以下である。耐衝撃性を向上させる観点からは、
光学積層体は、（１）前面板の厚みが３０μｍ以上であること、および（２）貼合層の合
計の厚みが２０μｍ以上であることのうち、少なくとも１つを満たすことが好ましい。
【００６２】
　粘着剤層は、１層からなるものであってもよく、２層以上からなるものであってもよい
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が、好ましくは１層である。粘着剤層は、粘着剤組成物から形成することができる。粘着
剤層は、（メタ）アクリル系、ゴム系、ウレタン系、エステル系、シリコーン系、ポリビ
ニルエーテル系のような樹脂を主成分とする粘着剤組成物で構成することができる。中で
も、透明性、耐候性、耐熱性等に優れる（メタ）アクリル系樹脂をベースポリマーとする
粘着剤組成物が好適である。粘着剤組成物は、活性エネルギー線硬化型または熱硬化型で
あってもよい。
【００６３】
　粘着剤組成物に用いられる（メタ）アクリル系樹脂（ベースポリマー）としては、（メ
タ）アクリル酸ブチル、（メタ）アクリル酸エチル、（メタ）アクリル酸イソオクチル、
（メタ）アクリル酸２－エチルヘキシル等の（メタ）アクリル酸エステルの１種または２
種以上をモノマーとする重合体または共重合体が好適に用いられる。ベースポリマーには
、極性モノマーを共重合させることが好ましい。極性モノマーとしては、（メタ）アクリ
ル酸化合物、（メタ）アクリル酸２－ヒドロキシプロピル化合物、（メタ）アクリル酸ヒ
ドロキシエチル化合物、（メタ）アクリルアミド化合物、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノエチル
（メタ）アクリレート化合物、グリシジル（メタ）アクリレート化合物等の、カルボキシ
ル基、水酸基、アミド基、アミノ基、エポキシ基等を有するモノマーを挙げることができ
る。
【００６４】
　粘着剤組成物は、上記ベースポリマーのみを含むものであってもよいが、通常は架橋剤
をさらに含有する。架橋剤としては、カルボキシル基との間でカルボン酸金属塩を形成す
る２価以上の金属イオン；カルボキシル基との間でアミド結合を形成するポリアミン化合
物；カルボキシル基との間でエステル結合を形成するポリエポキシ化合物またはポリオー
ル；カルボキシル基との間でアミド結合を形成するポリイソシアネート化合物が例示され
る。中でも、ポリイソシアネート化合物が好ましい。
【００６５】
　活性エネルギー線硬化型粘着剤組成物とは、紫外線や電子線のような活性エネルギー線
の照射を受けて硬化する性質を有しており、活性エネルギー線照射前においても粘着性を
有してフィルム等の被着体に密着させることができ、活性エネルギー線の照射によって硬
化して密着力の調整ができる性質を有する粘着剤組成物である。活性エネルギー線硬化型
粘着剤組成物は、紫外線硬化型であることが好ましい。活性エネルギー線硬化型粘着剤組
成物は、ベースポリマー、架橋剤に加えて、活性エネルギー線重合性化合物をさらに含有
する。さらに必要に応じて、光重合開始剤や光増感剤等を含有させることもある。
【００６６】
　粘着剤組成物は、光散乱性を付与するための微粒子、ビーズ（樹脂ビーズ、ガラスビー
ズ等）、ガラス繊維、ベースポリマー以外の樹脂、粘着性付与剤、充填剤（金属粉やその
他の無機粉末等）、酸化防止剤、紫外線吸収剤、染料、顔料、着色剤、消泡剤、腐食防止
剤、光重合開始剤等の添加剤を含むことができる。
【００６７】
　粘着剤層は、トルエンや酢酸エチル等の有機溶剤に粘着剤組成物を溶解または分散させ
て粘着剤液を調製し、これを積層フィルムの対象面に直接塗工して粘着剤層を形成する方
式や、離型処理が施されたセパレートフィルム上に粘着剤層をシート状に形成しておき、
それを偏光板の対象面に移着する方式等により行うことができる。活性エネルギー線硬化
型粘着剤組成物を用いた場合は、形成された粘着剤層に、活性エネルギー線を照射するこ
とにより所望の硬化度を有する硬化物とすることができる。
【００６８】
　粘着剤層の厚みは、例えば１μｍ以上１００μｍ以下であってよい。粘着剤層の厚みは
、好ましくは３μｍ以上であり、好ましくは５０μｍ以下であり、より好ましくは３０μ
ｍ以下である。粘着剤層の厚みが小さいと耐衝撃性が低下する傾向にあり、粘着剤層の厚
みが大きいと屈曲反発力が上昇する傾向にある。
【００６９】
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　温度２５℃における粘着剤層の貯蔵弾性率は、例えば０．０１ＭＰａ以上０．２ＭＰａ
以下であり、好ましくは０．１ＭＰａ以下である。貯蔵弾性率が高いとき、耐衝撃性が向
上すると考えられる。一方、貯蔵弾性率が高いとき、屈曲反発力が上昇する傾向にある。
貯蔵弾性率は、粘弾性測定装置（Ａｎｔｏｎ　Ｐａａｒ社製「ＭＣＲ－３０１」（商品名
））を使用して測定することができる。粘着剤層を幅２０ｍｍ×長さ２０ｍｍに裁断し、
厚さが１５０μｍとなるように複数枚積層する。積層された粘着剤層をガラス板に接合す
る。粘着剤層と測定チップとが接着した状態において、－２０℃から１００℃の温度領域
で、周波数１．０Ｈｚ、変形量１％、昇温速度５℃／分の条件下で測定を行い、２５℃に
おける貯蔵弾性率値を測定する。
【００７０】
　接着剤層は、硬化性の樹脂成分を水に溶解または分散させた公知の水系組成物（水系接
着剤を含む。）および活性エネルギー線硬化性化合物を含有する公知の活性エネルギー線
硬化性組成物（活性エネルギー線硬化性接着剤を含む。）等から構成される。
【００７１】
　水系組成物に含有される樹脂成分としては、ポリビニルアルコール系樹脂、ウレタン樹
脂等が挙げられる。ポリビニルアルコール系樹脂を含む水系組成物は、密着性や接着性を
向上させるために、多価アルデヒド、メラミン系化合物、ジルコニア化合物、亜鉛化合物
、グリオキザール、グリオキザール誘導体、水溶性エポキシ樹脂等の硬化性成分や架橋剤
をさらに含有することができる。ウレタン樹脂を含む水系組成物としては、ポリエステル
系アイオノマー型ウレタン樹脂とグリシジルオキシ基を有する化合物とを含む水系組成物
が挙げられる。ポリエステル系アイオノマー型ウレタン樹脂とは、ポリエステル骨格を有
するウレタン樹脂であって、その中に少量のイオン性成分（親水成分）が導入された樹脂
である。
【００７２】
　活性エネルギー線硬化性組成物は、紫外線、可視光、電子線、Ｘ線等の活性エネルギー
線の照射によって硬化する組成物である。
【００７３】
　活性エネルギー線硬化性組成物は、カチオン重合によって硬化するエポキシ系化合物を
硬化性成分として含有する組成物であることができ、好ましくは、かかるエポキシ系化合
物を硬化性成分として含有する紫外線硬化性組成物である。エポキシ系化合物とは、分子
内に平均１個以上、好ましくは２個以上のエポキシ基を有する化合物を意味する。エポキ
シ系化合物は、１種のみを使用してもよいし、２種以上を併用してもよい。
【００７４】
　エポキシ系化合物としては、芳香族ポリオールの芳香環に水素化反応を行って得られる
脂環式ポリオールに、エピクロロヒドリンを反応させることにより得られる水素化エポキ
シ系化合物（脂環式環を有するポリオールのグリシジルエーテル）；脂肪族多価アルコー
ルまたはそのアルキレンオキサイド付加物のポリグリシジルエーテル等の脂肪族エポキシ
系化合物；脂環式環に結合したエポキシ基を分子内に１個以上有するエポキシ系化合物で
ある脂環式エポキシ系化合物等が挙げられる。
【００７５】
　活性エネルギー線硬化性組成物は、硬化性成分として、上記エポキシ系化合物の代わり
に、またはこれとともにラジカル重合性である（メタ）アクリル系化合物を含有すること
ができる。（メタ）アクリル系化合物としては、分子内に１個以上の（メタ）アクリロイ
ルオキシ基を有する（メタ）アクリレートモノマー；官能基含有化合物を２種以上反応さ
せて得られ、分子内に少なくとも２個の（メタ）アクリロイルオキシ基を有する（メタ）
アクリレートオリゴマー等の（メタ）アクリロイルオキシ基含有化合物を挙げることがで
きる。
【００７６】
　活性エネルギー線硬化性組成物は、カチオン重合によって硬化するエポキシ系化合物を
硬化性成分として含む場合、光カチオン重合開始剤を含有することが好ましい。光カチオ
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ン重合開始剤としては、芳香族ジアゾニウム塩；芳香族ヨードニウム塩や芳香族スルホニ
ウム塩等のオニウム塩；鉄－アレン錯体等を挙げることができる。
　活性エネルギー線硬化性組成物は、（メタ）アクリル系化合物等のラジカル重合性成分
を含む場合、光ラジカル重合開始剤を含有することが好ましい。光ラジカル重合開始剤と
しては、アセトフェノン系開始剤、ベンゾフェノン系開始剤、ベンゾインエーテル系開始
剤、チオキサントン系開始剤、キサントン、フルオレノン、カンファーキノン、ベンズア
ルデヒド、アントラキノン等を挙げることができる。
【００７７】
　接着剤層の厚みは、例えば１μｍ以上２５μｍ以下であってよい。接着剤層の厚みは、
好ましくは２μｍ以上であり、好ましくは１５μｍ以下であり、より好ましくは５μｍ以
下である。接着剤層の厚みが小さいと耐衝撃性が低下する傾向にあり、接着剤層の厚みが
大きいと屈曲反発力が上昇する傾向にある。
【００７８】
　温度２５℃における接着剤層の貯蔵弾性率は、例えば１０００ＭＰａ以上である。貯蔵
弾性率が高いとき、耐衝撃性が向上すると考えられる。
【００７９】
　貼合層を介して貼合される対向する二つの表面は、予めコロナ処理、プラズマ処理、火
炎処理等を行ってもよく、プライマー層等を有していてもよい。
【００８０】
　[背面板]
　背面板３０としては、光を透過可能な板状体、または通常の表示装置に用いられる構成
要素等を用いることができる。背面板３０に用いる通常の表示装置に用いられる構成要素
としては、例えばセパレータ、タッチセンサパネル、有機ＥＬ表示素子等が挙げられる。
表示装置における構成要素の積層順としては、例えば前面板／円偏光板／セパレータ、前
面板／円偏光板／有機ＥＬ表示素子、前面板／円偏光板／タッチセンサパネル／有機ＥＬ
表示素子、前面板／タッチセンサパネル／円偏光板／有機ＥＬ表示素子等が挙げられる。
背面板３０は、タッチセンサパネルであることが好ましい。
【００８１】
　［タッチセンサパネル］
　タッチセンサパネルは、タッチされた位置を検出可能なセンサ（すなわちタッチセンサ
）を有するパネルであれば、限定されない。タッチセンサの検出方式は限定されることは
なく、抵抗膜方式、静電容量結合方式、光センサ方式、超音波方式、電磁誘導結合方式、
表面弾性波方式等のタッチセンサパネルが例示される。低コストであることから、抵抗膜
方式、静電容量結合方式のタッチセンサパネルが好適に用いられる。
【００８２】
　抵抗膜方式のタッチセンサの一例として、互いに対向配置された一対の基板と、それら
一対の基板の間に挟持された絶縁性スペーサーと、各基板の内側の前面に抵抗膜として設
けられた透明導電膜と、タッチ位置検知回路とにより構成されている部材が挙げられる。
抵抗膜方式のタッチセンサを設けた画像表示装置においては、前面板の表面がタッチされ
ると、対向する抵抗膜が短絡して、抵抗膜に電流が流れる。タッチ位置検知回路が、この
ときの電圧の変化を検知し、タッチされた位置が検出される。
【００８３】
　静電容量結合方式のタッチセンサの一例としては、基板と、基板の全面に設けられた位
置検出用透明電極と、タッチ位置検知回路とにより構成されている部材が挙げられる。静
電容量結合方式のタッチセンサを設けた画像表示装置においては、前面板の表面がタッチ
されると、タッチされた点で人体の静電容量を介して透明電極が接地される。タッチ位置
検知回路が、透明電極の接地を検知し、タッチされた位置が検出される。
【００８４】
　タッチセンサパネルの厚みは、例えば５μｍ以上２０００μｍ以下であってよく、好ま
しくは５μｍ以上１００μｍ以下、さらに好ましくは５μｍ以上５０μｍ以下である。
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【００８５】
　タッチセンサパネルは、基材フィルム上にタッチセンサのパターンが形成された部材で
あってよい。基材フィルムの例示は、上述の熱可塑性樹脂フィルムの説明における例示と
同じであってよい。また、タッチセンサパネルは、基材フィルムから粘着剤層を介して被
着体に転写されたものであってもよい。すなわち、タッチセンサパネルは、基材フィルム
を有さないものであることができる。タッチセンサパターンの厚みは、例えば１μｍ以上
２０μｍ以下であってよい。
【００８６】
　［光学積層体の製造方法］
　光学積層体は、貼合層を介して光学積層体を構成する層同士を貼合する工程を含む方法
によって製造することができる。貼合層を介して層同士を貼合する場合には、密着力を調
整する目的で貼合面の一方または両方に対して、コロナ処理等の表面活性化処理を施すこ
とが好ましい。コロナ処理の条件は適宜設定することができ、貼合面の一方の面と他の面
とで条件が異なっていてもよい。
【００８７】
　＜画像表示装置＞
　光学積層体１００、２００は、画像表示素子の前面（視認側）に配置されて、画像表示
装置の構成要素として用いることができる。円偏光板である光学積層体は、画像表示装置
において反射防止機能を付与する反射防止用偏光板として用いることもできる。
【００８８】
　本発明に係る光学積層体を含む画像表示装置は、屈曲または巻回等が可能なフレキシブ
ルディスプレイとして用いることができる。フレキシブルディスプレイである画像表示装
置は、前面板１０の表面（視認側）を外側にして屈曲可能に構成されたものであってもよ
く、前面板１０の表面（視認側）を外側にして巻回可能に構成されたものであってもよい
。
【００８９】
　画像表示装置が有する画像表示素子としては、例えば有機ＥＬ表示素子、無機ＥＬ表示
素子、液晶表示素子、プラズマ表示素子、電界放射型表示素子等が挙げられる。
【００９０】
　画像表示装置は、スマートフォン、タブレット等のモバイル機器、テレビ、デジタルフ
ォトフレーム、電子看板、測定器、計器類、事務用機器、医療機器、電算機器等として用
いることができる。
【実施例】
【００９１】
　以下、実施例を挙げて本発明をより詳細に説明するが、本発明はこれらに限定されるも
のではない。実施例および比較例中の「％」および「部」は、特記しない限り、「質量％
」および「質量部」である。
【００９２】
　＜実施例１＞
　［前面板の準備］
　前面板１０として、基材フィルムの片面にハードコート層が形成された厚み５０μｍの
樹脂フィルムを用意した。基材フィルムは、厚み４０μｍのポリイミド系樹脂フィルムで
あった。ハードコート層は、厚みが１０μｍであり、末端に多官能アクリル基を有するデ
ンドリマー化合物を含む組成物から形成された層であった。
【００９３】
　［耐衝撃層の準備］
　耐衝撃層５０として、厚み４５μｍの二軸延伸ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）
フィルム（「ルミラー」、東レ株式会社製）を用いた。
【００９４】
　［偏光板の準備］
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　厚み２５μｍのＴＡＣフィルム（コニカミノルタ株式会社製）の片面に配向膜組成物を
塗布し、乾燥および偏光ＵＶ照射をして、光配向膜を形成した。光配向膜上に、二色性色
素と重合性液晶化合物とを含む組成物を塗布し、乾燥した後に、紫外線照射により重合性
液晶化合物を硬化させて、偏光子（厚さ２．５μｍ）を形成した。偏光子のＴＡＣフィル
ム側とは反対側の面に、ポリビニルアルコールと水とを含む保護層組成物を塗工および乾
燥して、保護層(厚さ１μｍ、図には省略)を形成した。このようにして、直線偏光板を得
た。
【００９５】
　上記直線偏光板の保護層上に、位相差層のλ／４層側を貼合して円偏光板を得た。位相
差層は厚みが１５μｍであり、粘着剤層、λ／４層、粘着剤層およびポジティブＣ層をこ
の順に積層した構造を有する。粘着剤層はいずれも、厚みが５μｍであった。λ／４層は
、液晶化合物が硬化した層および配向膜を有し、厚みが２μｍであった。ポジティブＣ層
は、液晶化合物が硬化した層および配向膜を有し、厚みが３μｍであった。このようにし
て、「ＴＡＣフィルム／光配向膜／偏光子／保護層／位相差層」の層構成を有する円偏光
板を準備した。
【００９６】
　［貼合層の準備］
　剥離フィルム上に、アクリル系粘着剤組成物を塗布し、乾燥させることにより粘着剤層
を形成し、もって剥離フィルム付き粘着剤層を準備した。具体的には、以下のように製造
した。
【００９７】
　アクリル酸ブチル、アクリル酸メチル、アクリル酸２－エチルヘキシル、およびアクリ
ル酸を表１に示す割合で混合し、重合させて、アクリル系樹脂を得た。アクリル系樹脂１
００質量部に対し、架橋剤およびシランカップリング剤を表１に示す割合で添加し、粘着
剤組成物１及び粘着剤組成物２を調製した。
【００９８】
　粘着剤組成物１または粘着剤組成物２を離型処理されたポリエチレンテレフタレートフ
ィルム（厚み３８μｍ）の離型処理面に、アプリケータを利用して乾燥後に所定の厚みに
なるように塗布した。塗布層を１００℃で１分間乾燥して、粘着剤層を備えるフィルムを
得た。その後、粘着剤層上に、離型処理された別のポリエチレンテレフタレートフィルム
（厚み３８μｍ）を貼合した。その後、温度２３℃、相対湿度５０％ＲＨの条件で７日間
養生させた。
【００９９】
　以下の実施例１～５、および比較例１～２では、粘着剤組成物１から形成された粘着剤
層（貼合層）を使用した。比較例３では、粘着剤組成物２から形成された粘着剤層（貼合
層）を使用した。粘着剤組成物１から形成された粘着剤層の温度２５℃における貯蔵弾性
率は、０．０８ＭＰａであった。粘着剤組成物２から形成された粘着剤層の温度２５℃に
おける貯蔵弾性率は、０．７ＭＰａであった。
【０１００】
　表１中の単量体の欄における記号は以下の意味を表す。
ＢＡ：アクリル酸ブチル
ＭＭＡ：アクリル酸メチル
ＥＨＡ：アクリル酸２－エチルヘキシル
ＡＡ：アクリル酸
　表１中の架橋剤及びシランカップリング剤は以下のものを用いた。
架橋剤：コロネートＬ（東ソー株式会社製）
シランカップリング剤：ＫＢＭ－４０３（信越化学工業株式会社製）
【０１０１】
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【表１】

【０１０２】
　［背面板の準備］
　背面板３０として、ポリイミド系樹脂フィルム（厚み５０μｍ、Ｋｏｌｏｎ社）を準備
した。
【０１０３】
　［光学積層体の作製］
　前面板１０と、耐衝撃層５０と、偏光板２０と、背面板３０とがこの順になるように各
層を積層した。前面板１０と耐衝撃層５０とは貼合層Ａを介して、耐衝撃層５０と偏光板
２０とは貼合層Ｂを介して、偏光板２０と背面板３０とは貼合層Ｃを介して貼合し、実施
例１の光学積層体を得た。貼合層Ａ、ＢおよびＣとしては、表２に示す厚みの粘着剤層を
用いた。貼合面には、コロナ処理を行った。得られた光学積層体は、図２に示すような構
成であった。
【０１０４】
　＜実施例２＞
　貼合層Ａ、ＢおよびＣとして、表２に示す厚みの粘着剤層を用いた以外は、実施例１と
同様にして、実施例２の光学積層体を得た。
【０１０５】
　＜実施例３＞
　前面板１０として、厚み２５μｍのポリイミド系樹脂フィルムと厚みが７μｍのハード
コート層とを片面に有する厚み３２μｍの樹脂フィルムを用いたこと、および、貼合層Ｂ
およびＣとして表２に示す厚みの粘着剤層を、貼合層Ａとして接着剤層を用いたこと以外
は、実施例１と同様にして、実施例３の光学積層体を得た。貼合層Ａの接着剤層としては
、活性エネルギー線硬化性組成物を塗布し、紫外線を照射することで硬化させた厚み２．
０μｍの接着剤層を用いた。
【０１０６】
　＜実施例４＞
　貼合層Ａとして、表２に示す厚みの粘着剤層を用いた以外は、実施例３と同様にして、
実施例４の光学積層体を得た。
【０１０７】
　＜実施例５＞
　前面板１０として、厚み２５μｍのポリイミド系樹脂フィルムと厚みが７μｍのハード
コート層とを片面に有する厚み３２μｍの樹脂フィルムを用いた以外は、実施例２と同様
にして、実施例５の光学積層体を得た。
【０１０８】
　＜比較例１＞
　前面板１０として、厚み５０μｍのポリイミド系樹脂フィルムと厚みが１２μｍのハー
ドコート層とを片面に有する厚み６２μｍの樹脂フィルムを用いたこと、および、貼合層
Ａ、ＢおよびＣとして表２に示す厚みの粘着剤層を用いたこと以外は、実施例１と同様に
して、比較例１の光学積層体を得た。
【０１０９】
　＜比較例２＞
　前面板１０として、厚み８０μｍのポリイミド系樹脂フィルムと厚みが１０μｍのハー
ドコート層とを片面に有する厚み９０μｍの樹脂フィルムを用いた以外は、比較例１と同
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様にして、比較例２の光学積層体を得た。
【０１１０】
　＜比較例３＞
　貼合層Ａ、Ｂ、Ｃとして、粘着剤組成物２から形成された粘着剤層を用いた以外は、実
施例４と同様にして、比較例３の光学積層体を得た。
【０１１１】
　［厚みの測定］
　各層の厚みは、エリプソメータ（Ｍ－２２０、日本分光株式会社製）、または接触式膜
厚計（株式会社ニコン製のＭＨ－１５Ｍ、カウンタＴＣ１０１、ＭＳ－５Ｃ）を用いて測
定した。
【０１１２】
　［曲げ剛性の測定］
　ＴＡＰＰＩ　Ｔ５４３ｏｍ－００に従い、ガーレー社のＢｅｎｄｉｎｇ　Ｓｔｉｆｆｎ
ｅｓｓ　Ｔｅｓｔｅｒを用いて、２．５４ｃｍ×８．８９ｃｍの光学積層体の試験片の曲
げ剛性を測定した。
【０１１３】
　［貯蔵弾性率の測定］
　貯蔵弾性率は、粘弾性測定装置（Ａｎｔｏｎ　Ｐａａｒ社製「ＭＣＲ－３０１」）を使
用して測定した。粘着剤層を幅２０ｍｍ×長さ２０ｍｍに裁断し、厚さが１５０μｍとな
るように複数枚積層した。積層された粘着剤層をガラス板に接合した。粘着剤層と測定チ
ップとが接着した状態において、－２０℃から１００℃の温度領域で、周波数１．０Ｈｚ
、変形量１％、昇温速度５℃／分の条件下で測定を行い、２５℃における貯蔵弾性率値を
測定した。
【０１１４】
　［屈曲反発力の測定］
　光学積層体の反発力を図４に示す方法に従って測定した。まず、光学積層体を２．５４
ｃｍ×８．８９ｃｍの試験片に切断した。試験片を前面板が外側になるように厚さ８ｍｍ
の折り曲げジグ５００に巻き付けるように屈曲させ、テープを用いて固定し、ステージ５
０１上に設置した。折り曲げジグ５００の底面のテープ固定の長さ５０４は３５ｍｍ、折
り曲げジグ５００の上面のテープ固定の長さ５０５は３０ｍｍであった。試験片の端部は
、折り曲げジグ５００から離れる方向に、反り返り量５０３だけ反り返っていた。光学積
層体２００の反り返り部分を折り曲げジグ５００に近づけるように、ステージ５０１の上
方３５ｍｍの高さからプレート５０２を移動させ、ステージ５０１から８ｍｍの高さで３
０秒間ホールドしたのち、３５ｍｍの高さに戻し、この間の最大反発力をＳｕｒＴＡ　ｓ
ｙｓｔｅｍ（ベンディングモード、Ｃｈｅｍｉｌａｂ社製）を用いて測定し、屈曲反発力
とした。プレート５０２の移動速度は、５ｍｍ／ｓｅｃであった。光学積層体の屈曲半径
は、４ｍｍ（４Ｒ）であった。
【０１１５】
　測定した屈曲反発力が７．０ｇｆを超えると、屈曲軸が中央付近に固定されていない画
像表示装置に光学積層体を用いたときに、光学積層体にクラックおよび剥がれが生じやす
くなることから、以下の基準で屈曲反発力を評価し、結果を表２に示す。
Ａ：屈曲反発力が７．０ｇｆ以下。
Ｂ：屈曲反発力が７．０ｇｆを超える。
【０１１６】
　［耐衝撃性試験］
　耐衝撃性試験としては、上述の実施例および比較例の光学積層体の背面板であるポリイ
ミド系樹脂フィルムの代わりにタッチセンサパネルを有する光学積層体を用いた。前面板
と円偏光板とを貼合層で貼合した積層体を、長辺１５０ｍｍ×短辺７０ｍｍの長方形の大
きさの小片をスーパーカッターを用いて切り出した。小片の円偏光板側を、粘着剤層を介
してタッチパネルセンサのＩＴＯ層側に貼合して試験用光学積層体を得た。タッチセンサ
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用いた。タッチセンサパターン層は、透明導電層としてのＩＴＯ層と、分離層としてのア
クリル系樹脂組成物の硬化層とを含むものであり、厚みが７μｍであった。
【０１１７】
　そして、２３℃、相対湿度５５％の環境下で、小片に対して、評価用ペンを小片の前面
板の最表面から１０ｃｍの距離にペン先が位置しかつペン先が下向きとなるように保持し
、その位置から評価用ペンを落下させた。小片の前面板には、タッチセンサパネルの透明
導電層のパターンがある位置に目印を書き、評価用ペンはペン先がその目印に接触するよ
うに落下させた。評価用ペンとして、重量が１１ｇであり、ペン先の直径が０．７ｍｍの
ペンを用いた。評価用ペンを落下させた後の小片について、目視での観察およびタッチセ
ンサパネル機能の確認を行い、以下の基準で評価を行った。表２に評価結果を示す。
Ａ：クラックなし。タッチセンサパネル機能維持。
Ｂ：クラックあり。タッチセンサパネル機能維持。
Ｃ：クラックあり。タッチセンサパネル機能なし。
【０１１８】
【表２】

【符号の説明】
【０１１９】
　１００，２００　光学積層体、１０　前面板、２０　偏光板、３０　背面板、４０，４
１，４２　貼合層、５００　折り曲げジグ、５０１　ステージ、５０２　プレート、５０
３　反り返り量、５０４　底面のテープ固定の長さ、５０５　上面のテープ固定の長さ。
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